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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、公共建築発注手法を工夫することで、限られた予算で、質の高い環境の構築を目指
す欧州主要国の実態について考究したものである。包括的な建築法を根拠として設計競技で公
共調達をコントロールするフランスではプログラミストの職能が発達し、都市計画上の制限が
強いドイツではフランスほど強い規定はなく分権的である。イギリスは、職能団体のガイドラ
インを中核に、政府系組織でそれを支援するフレキシブルな仕組みを発展させている。 

 

研究成果の概要（英文）： 
The procurement of public building is a fundamental method for valuable build environment. 
In France, there are a comprehensive low for architecture “La Loi MOP” supports the 
existence of competition and the right of architect. In Germany, there are ”B-Plan” 
which is urban planning regulation, beside of a strong low as France,  In UK, they have 
developed a flexible system with guide lines by professional organization, RIBA, instead 
of architectural low. 
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１. 研究開始当初の背景 

(1) 我が国では、少子高齢化への対応、新興
国の著しい経済成長で失いつつある国際的
魅力の向上など、良質な環境に対するニーズ
は高まっているが、これらは一度に実現され
るのではなく、良質な建築を丁寧に作り上げ
ることで獲得される性質を持っている。過去
日本は、GNP の一割強という国際的にも高い
水準の富を基盤整備に振り分けてきたが優

れた環境は必ずしも実現していない。 
このヒントとなるのが、欧州各国における公
共建築発注システムである。これらの国では、
吟味された予算規模でありながら、練られた
プログラム、優秀な建築家の登用、地域住民
の参画により、質の高い環境が作られてきた。 
(2) こうした状況でありながら、過去発注制
度に関する研究は、あまり行われていない。
さらにその国際比較となると、マネジメント
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研究（古阪秀三、2000）、ブリーフィング研
究（友澤史紀、2007）など、極めて少数であ
る。しかもその対象となるのは、物的な建築
性能が中心で、Value（建築を通じた社会的
価値の向上）が議論されることは、一部を除
いて（小野田、2010）ほとんどなかった。 
 

２．研究の目的 

本研究では、欧州諸国の実情を包括的に精査
し、競争力ある社会実現のための公共建築発
注のあり方について考究する。具体的には、
法的な枠組みから、関係者へのヒアリングや
プロセスの精査に基づいた実際の状況まで
を包括的に解明し、我が国の公共発注の今後
の方向性に参考となる知見を得る。 

 

３．研究の方法 

(1) 各国の建築関連団体、自治体公共発注部
局に対する書類調査や訪問インタビューを
行い、その国の建築発注制度や専門職能の社
会的位置づけについて把握する。 
(2) いくつかの具体的な対象において、ブリ
ーフィングやデザインレビュー、住民参加な
どの履歴を整理し、状況を詳細に見る。 
(3) これらを統合することで、各国毎の公共
建築発注の特徴、それらが実際の建築に与え
る影響、それを可能としている社会の仕組み
の関係などを明らかにする。 
 
●調査対象 
(1) イギリス 
・政府：Infrastructure UK 
・政府系機関：Design Council CABE(Design 

Review, Planning and Enabling) 
・職能団体：RIBA(王立建築家協会)、RIBA 

Competition 
・民間企業：Gollifer Langston Architects、

Kajima Europe 
(2) フランス 
・政府系機関：MIQCP、Scniences Po.（パリ 

政治学院都市計画研究所） 
・自治体：アルジャントゥイユ市建設部局 
(3) ドイツ 
・職能団体：DVA（ドイツ建設工事請負委員 

会）、BAK（建築家会議所） 
・自治体：ブラウシュタイン市自治体建設部

局、マイニンゲン郡自治体建設部局 
 
４．研究成果 
(1) 法律体系 
イギリスでは、建築家の資格は職能団体への
登録によって確定するといったように職能
団体に多くが委ねられている。その一方、フ 
ランス、ドイツでは、法律で明確に建築家の
役割やそのフィー等が定められている。これ 
らは、前者が民間の契約を基軸とするコモ
ン・ロー、後者が成文法を基本とする大陸法

というそれぞれの国が依拠する法体系の影
響と考えられる。同じ大陸法でも、包括的な
建築法（Loi MOP）が、公共発注も大きく規
定しているフランスと、VOF/VOB という上位
法はあるものの、実際には B-Plan などの土
地詳細計画との調整が大きな役割を果たす
ドイツとは、そのありようが大きく異なって
いる。ドイツでは、建築設計に対する発注は、
文化的な事象の発注に関わる VOFと、一般的
な発注に関する VOBの両方にまたがる事象で
あることに加えて、前述のように土地利用と
いう個別的な要素や、連邦制で州ごとに法が
異なるといった理由から、地域性・個別性が
大きい傾向にある。 
一方のコモン・ローを基底とするイギリスで
は 、 The Artect Act 1997 に 基 づ い て
ARB(Architects Registration Board)に登録
した者だけが、Architect の称号を独占的に
使用するなど、職能団体によって自律的に管
理されている。近年の経済不況や政策改革に
より、職能的自制が以前ほどではなくなって
きたと言われているが、成文法に規定されて
いる他の欧州諸国と比べると、職能団体によ
るガイドラインが全体の基軸として援用さ
れるなど、職能の自律性は高い。 
フランス・ドイツともに業務の複雑さを設計
料に反映させるなど、各段階の業務内容と報
酬が連動するよう定められている。イギリス
も過去のガイドラインではフィースケール
が盛り込まれていたが、多様な発注方法が存

図１ フランスとイギリスの発注プロセスの違い 



 

 

在する現在の状況にあわず、廃止されている。 
 
(2) 公共建築発注プロセス(図１) 
イギリスにおいては、一定額の工事費を超え
るプロジェクトは、欧州各国の共通ルールで
ある EU 指令（EU Directives）によるプロセ
ス（OJ EU process）に直接従うことになる。
しかし、イギリスでは制限手続きの使用や、
総売上高の規定など EU 指令における付加条
件を採用しており（Gold-plating）、ほかの
EU 諸国より障壁が高くなっている。一方、
一般のプロジェクトについては、地方自治体
クライアントが政府や発注関連組織による
ガイドラインやサポートを受け、公共建築の
発注が行われている。これらの発注を包括的
に定義する法令はないが、RIBA が策定した
Plan of Work(2007) に従うのが一般的であ
る。しかし、発注政策や、それに伴う発注方
式の変化に対応するため、新版(2013) が策
定されている。そこでは、①入札段階の簡略
化、②サステナビリティチェックと BIM ワー
クフローの付加、③計画とプログラミングの
充実、④竣工後 FM のための情報利用要求、
⑤新しい Gateway や他のワークフロー（CIC 
Work Stage）との連動の設定、などが盛り込
まれている。法律ではなく、ガイドラインで
あるために更新がし易く、かつ先進的な方向
性も盛り込める所が特徴的と言える。ガイド
ラインを順守するインセンティブについて
は、課題はあるものの、時代の変化を取り入
れやすいイギリスの傾向を示している。 
フランスではほとんどのプロジェクトは
MIQCP の定めるガイドラインに従っており、
設計前段階、設計競技、設計段階、支援段階
と大きく４つのフェーズから構成されてい
る。特に設計競技に掛ける前のプログラミン
グの段階が特徴的である。一方ドイツでは地
区における建築制限をまず設定するところ
から始められ、設計条件の設定はそれに強く
依存する。また、プロセスの途中で、クライ
アントがフィジビリストを雇用して、プロジ
ェクトの事業リスクの回避しようとする性
向も読み取れる。 
  
(3) 設計者選定 
EC 域内の契約公告のうち設計競技が占める
割合は、フランス 29％、ドイツ 10％、イギ
リス１％と圧倒的にフランスの割合が高い
（FRI、1999）。これは、Loi MOP に一定規模
以上の公共建築は原則設計競技とすること
が義務付けられていることによるものであ
る。また、建築プログラム同様、MIQCP のガ
イドラインが重要な意味を持っている。基本
的にプロセスは、提出された参加表明書の中
から、適切な 5社程度を選ぶ第一段階と、実
際に報酬を払って基本設計を求める第二段
階と二段階になっている。ドイツではガイド

ライン RPW2008 が設定されているが、拘束力
は弱く、先に述べたように地域差も大きいた
めにその運用状態にも差がある。イギリスの
設計競技は、極めて低い水準であるが、QBS、
PFI、PPPなど多様な方法が採用されているの
を割り引いて考えなければならない、また国
内の統計によると公共発注の 6% が設計競技
となっている（RIBA,2010）。数は多くはない
ものの、それなりの件数が存在し、設計の質
を確保する意味で重要な手法と考えられて
いる。また、自治体を支援して設計競技を普
及させる RIBA Competition という組織が、
中部のリーズにあり、専門的人材が少ない地
方都市に対する職能団体の発注支援は充実
している。 
このようなフランスとイギリスの違いは、設
計競技の条件で比較すると対照的である（図
２）。フランスでは、Loi MOP に規定されてい
るために、報酬や提出物などが厳格に決めら
れているが、イギリスではそのあたりは柔軟
な設定となっている。フランスで、プログラ
ミストという職能が成立しているのは、この
ように厳格な設計条件が求められることと
深く関係しているものと思われる。 
 
(4) 公共建築発注に関わる組織 
イギリスにおいては、発注者である地方自治
体は、プロジェクトに際して直接契約するコ
ンサルタントの他に、RIBA や CABE といった
専門組織からサービスが受けられるように
なっている。また、設計競技は、技術委員会
が別途立ちあげられ、審査において技術的な
課題を独立して検討できるようになってい
る。フランスでは。発注主体を支援するプロ
グラミストや、技術エンジニアといった職能
が用意されており、発注全体のプロセスにつ
いては MIQCPが統括する仕組みとなっている。
イギリス同様、設計競技において技術委員会
が設置されており、技術的な課題をフォロー
している。イギリス、フランスとそれぞれに
性格は異なるが、関係者の図は複雑な構成と
なっている。一方、ドイツにおいては、そう
いった複雑な支援組織は存在せず、クライア
ントは個別に契約を結ぶコンサルタントか

図２ フランスとイギリスの設計競技の違い 



 

 

ら専門的な知識の供給を受け、実際の作業に
あたる。フランスやイギリスの様に関係団体
が、様々に関与することはなく、自治体は地
域と向き合うことに集中できる。 
 
(5) 政権交代と建築発注 
2010 年の労働党から保守党への政権交代は、
イギリスの発注システムにも大きな変化を 
もたらしている。Value の創出には貢献して
いるものの、全体的に時間がかかり過ぎると

指摘のあった発注プロセスを効率化するた
めに、ゲートウェイが簡略化され、それを管
理していていた組織も大きく改組されてい
る。外郭団体であった PUKが内局の IUKに統
合され、官民の共同発注を支援してきた 4Ps
も LP という組織に改組されるなど、自治体
に対する支援を行ってきた公的機関が縮小
されている。特に、労働党政権において公共
建築の質の向上に大きな役割を果たした
CABE は独立した組織から、Design Council
の一部として整理され、人員も三分の一程度
に削減されている。教育環境の質の向上に貢
献してきたパートナーシップフォスクール
（PfS）も廃止され、発注の経済的な側面を
監視する教育出資機構が（EFA）がその代わ
りに設置されるなど、大きな転換がはかられ
ている。 
 
(6) まとめ 
 公共建築の発注において、フランスやドイ
ツは成文化された法令を中心に統括され、イ
ギリスは柔軟性のあるガイダンスを中心に
整理しようという志向が見られた。フランス
では、Loi MOP という詳細な建築法が中心に
据えられ、それを根拠とする設計競技によっ
て公共調達はコントロールされている。建築
発注に関わる法律（VOF/VOB）がフランスほ
ど強い規定を持たないドイツは、自治体がコ
ンサルタントに依存する日本と比較的近い
状態となっている。しかし、その一方で都市

図５ 発注に関わる組織の関係（ドイツ） 図６ 政権交代後の組織変化（イギリス、2012） 

図４ 発注に関わる組織の関係（フランス）            

図３ 発注に関わる組織の関係（イギリス）            



 

 

計画上の規定は厳しく、全体の取引コストを
軽減するために、こちらを軽くしていると見
ることもできる。地方分権に特化したスタイ
ルと言える。イギリスでは自由度の高い発注
体制から様々な発注方式が案出されている
が、それを支える組織のネットワークは複雑
なものとなっている。またこれらの発注支援
組織は比較的短い期間で組織替えされると
ともにガイドラインも時代の要請に合わせ
て適宜に修正され、経済状況や政策に柔軟に
対応できる体制が取られている。これらは、
交渉をベースとするコモン・ローのメリット
を活用したものと見ることが出来る。 
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